
経済財政運営と改革の基本方針2017（抜粋）

第２章 成長と分配の好循環の拡大と中長期の発展に向けた重点課題

１．働き方改革と人材投資を通じた生涯現役社会の実現
（２）人材投資・教育
①人材投資の抜本強化
小中学校９年間の義務教育制度、無償化は、まさに、戦後の発展の大きな原動力となった。70 年の時を
経て、社会も経済も大きく変化した現在、多様な教育について、全ての国民に真に開かれたものとしなけれ
ばならない。その第一歩として、幼児教育・保育の早期無償化や待機児童の解消に向け、財政の効率化、
税、新たな社会保険方式の活用を含め、安定的な財源確保の進め方を検討し、年内に結論を得、高等教
育を含め、社会全体で人材投資を抜本強化するための改革の在り方についても早急に検討を進める。

②教育の質の向上等

世界トップレベルの学力達成と基礎学力の向上に向け、新学習指導要領の円滑な実施のための体制を
整備するとともに、障害、いじめ・不登校、日本語能力の不足など様々な制約を克服し、子供が社会におい
て自立できる力を育成する。教員の厳しい勤務実態を踏まえ、適正な勤務時間管理の実施や業務の効率
化・精選を進めるとともに、学校の指導・事務体制の効果的な強化・充実や勤務状況を踏まえた処遇の見
直しの検討を通じ、長時間勤務の状況を早急に是正することとし、年末までに緊急対策を取りまとめる。ま
た、チーム学校の運営体制の構築、学校と地域の連携・協働、情報活用能力の育成を含む教育の情報化、
幼児教育の振興、安全・安心な学校施設整備を推進する。在外教育施設における教育環境機能の強化を
図る。さらに、障害者の生涯を通じた学習活動の充実を図る。

教育へのアクセス向上のため、幼児教育について財源を確保しながら段階的無償化を進めるとともに、
高等教育について、進学を確実に後押しする観点から、新たに導入した給付型奨学金制度及び所得連動
返還型奨学金制度の円滑かつ着実な実施、無利子奨学金や授業料減免等、必要な負担軽減策を財源を
確保しながら進める。 1
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（３）少子化対策、子ども・子育て支援

社会保障における世代間公平の確保を目指し、全世代型社会保障の実現に取り組む。そのため、待機
児童解消や子供の貧困対策を含め、少子化対策・子育て支援を拡充する。

引き続き企業主導型保育事業の活用等も図りつつ、多様な保育の受け皿を拡充し、待機児童の解消を
目指すとともに、各自治体における状況等も踏まえて子育て安心プランに基づき、安定的な財源を確保しつ
つ、取組を推進する。

保育人材を確保するため、保育士（※）の処遇改善に加え、多様な人材の確保と人材育成、生産性向上
を通じた労働負担の軽減、さらには安心・快適に働ける環境の整備を推進するなど総合的に取り組む。ま
た、子ども・子育て支援の更なる「質の向上」を図るため、消費税分以外も含め、適切に財源を確保していく。

結婚の希望の実現に向けた支援を行うとともに、妊娠期から子育て期まで切れ目なく、多胎児も含めて
子育てを支援する体制を拡充する。不妊治療に係る相談機能等の充実や、地域全体で子供たちの学びや
成長を支える活動の推進や小児・周産期医療提供体制の充実、医療的ケア児の支援に取り組むほか、病
児保育を推進する。また、空き教室等を活用し、放課後児童クラブや放課後子供教室等の整備を進める。

世代を超えた貧困の連鎖をなくすための取組として、子供の居場所づくりや学習支援、特別養子縁組や
里親など社会的養育の推進、ひとり親家庭支援、配偶者暴力被害等困難を抱えた女性とその子供への支
援、国民運動の展開や地域ネットワークの形成など子供の貧困に対する社会全体の取組支援、児童相談
所の設置促進など児童虐待防止対策等に取り組む。

（※）子ども・子育て支援新制度の下での認定こども園及び幼稚園等の職員に係るものを含む。
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